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●一般社団法人茨城県トラック協会 

■法人概要 
１. 概要 

（１）設立年月日  
昭和 37 年４月 13 日 

 
（２）所 在 地  

〒310-0851 

茨城県水戸市千波町字千波山 2472-５ 

Tel 029-243-1422  Fax 029-243-5936 

 

（３）会   長  
小林 幹愛 ＜所属会社：五光物流株式会社 代表取締役会長＞ 

 

（４）会 員 数 
1,450 名（平成 27年３月末現在） 

 

（５）設立の目的  
茨城県内に貨物自動車運送事業の許可を受けた事業所を会員に，事業の適正な運営，健全

な発展を促進し，公共の福祉に寄与するとともに，業界の社会的・経済的地位の向上及び会

員間の連絡・協調の緊密化を図る。 

 

（６）団体の沿革 

  昭和 37 年４月 運輸大臣より公益法人の許可を受ける 

昭和 51 年４月 茨城県より運輸事業振興助成補助金を受ける 

平成２年 12 月 関東運輸局より「地方貨物自動車運送適正化実施機関の指定を受ける 

  平成９年８月  茨城県と「災害時の緊急救援輸送に関する協定書」を締結する 

平成 17 年４月 国民保護法に基づき茨城県より「指定地方公共機関」の指定を受ける 

  平成 25 年４月 一般社団法人に移行 

 

（７）役員及び職員数 
理事 35 名（会長，副会長，専務理事を含む），監事５名，職員数 25 名 

 

（８）平成 26 年度茨城県運輸事業振興助成補助金交付額及び主な使途 

  （補助金額） Ｈ26年度：459,760 千円 
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  （主な使途）  

   ア 輸送安全確保に関する事業（運行管理者講習，運転者適正診断，安全装置導入助

成等 

   イ サービス改善に関する事業（輸送相談所の設置，協会機関紙等による情報提供等） 

   ウ 公害防止に関する事業（低公害車の導入補助等） 

   エ 全国法人への出損事業 

   オ 共同施設整備・運営等（トラック協会総合会館，各トラック休憩所の維持運営等） 

   カ 災害に際し必要な物資を運送するための体制整備に関する事業 
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２. 機構図及び組織図 
機 構 図 

 

     

組 織 図 
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３. 補助対象事業に係る収支計算書 
  「平成 26年度 交付金特別会計収支計算書」参照 
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■指摘又は意見 
１. ドライブレコーダー機器導入促進助成事業 

（１）実施した手続 
・ 諸手続きが要項・要領や契約書に従って，適切に行われているかを検証した。 

・ 各事業の実施状況に関するヒアリングや証憑書類の確認を実施した。 

 

（２）指摘又は意見 
①実績報告書（助成金交付請求書）の金額の訂正について 

【意見】 

交通安全対策事業やサービス改善・向上に関する事業等，数多くの事業が行われているが

要項等に従って適正に行われている。しかし，ドライブレコーダー機器導入促進助成事業に

ついて会員企業からの実績報告書（助成金報告書）を確認したところ，助成金請求額（合計

額）や添付されているドライブレコーダー機器装着車両内訳書に記載された助成金額の誤り

について，協会が直接修正を行っているが，実績報告の修正は，報告者（会員企業）が行う

べきものなので改められたい。 
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●茨城県商工会議所連合会 

■法人概要 
１. 概要 

（１）設立の目的： 
商工会議所間の連絡調整機能を発揮するとともに地域経済の指導的役割を図り，もって商

工業の発展と社会一般の福祉の増進に寄与することを目的とする。 

 

（２）創 立 
昭和 30 年８月 19 日 

  （当時設立の水戸，土浦，古河，日立，石岡の５商工会議所によって創立） 

    ※ 現在は，上記に下館，結城，ひたちなかが加わって８商工会議所 

 

（３）会 員 
８商工会議所の会員総数は，19,602 人（平成 27年３月末現在） 

 

（４）役員・職員 
  役員 10 名（会長，副会長，理事，監事，専務理事・常務理事を含む），職員１名 

 

（５）商工会議所連合会のおもな事業 
①商工会議所連合会の会員である商工会議所が円滑な事業を推進するための支援・協力 

②商工会議所相互の連携・協議による調整機能の推進 

③商工会議所の総意による要望・提言活動及び関係経済団体等との連絡・協議活動 

 

（６）商工会議所とは 

現行「商工会議所法」が昭和 28 年に施行され，それまでの社団法人商工会議所は，特別

認可法人に改編されて現在に至っている。平成 26 年３月現在で，全国の商工会議所の数は

514（会員総数は 125 万人）。商工会議所の大きな特徴は「地域性」「総合性」「公共性」「国

際性」の４点。商工会議所の目的は，「商工業の総合的な改善発達と社会一般の福祉の増進

を図ること」。 

 

（７）商工会議所の主な事業 

①商工業に関する相談・指導（金融，税務，経理，法律，取引，労務，保険，ビジネス交

流等） 

②商工業に関する調査研究の実施及び各種情報の収集・提供 

③商工業に関する技術・技能の普及，検定試験の実施及び研修会等の開催 
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（８）組織図 

茨城県商工会議所連合会 組織図 
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■指摘又は意見 
１. 退職積立金 

（１）実施した手続 

・ 事業内容を聞き取り，事業の有効性を確認した。 

・ 総会資料等により財務内容を確認した。 

 

（２）指摘又は意見 

①余剰金の発生により積立金拠出額を増減して決算することの是非 

【添えて提出する意見】 

年度 収入の部

（前期繰越

を除く） 

支出の部

（積立金繰

入を除く） 

余剰金（拠

出金計上

前） 
 

 

  
 

平成２４年

度 
37,387,978 34,247,740 3,140,238 

  

平成２５年

度 
39,536,352 38,064,086 1,472,266 

  

平成２６年

度 
34,675,255 33,679,641 995,614 

  

      

 
特別調整積

立拠出金 

（同左当初

予算額） 

職員退職積

立拠出金 

（同左当初

予算額） 

最終余剰金 

 
  

 
1,000,000 (1,000) 2,000,000 (1,300,000) 140,238 

 
0 (1,000) 1,800,000 (1,300,000) -327,734 

 
0 (1,000) 1,000,000 (1,000,000) -4,386 

直前３年度における特別調整積立と職員退職積立の拠出額は，いずれの年度も当初予算額

と決算額が異なっている。上記表の通りに平成 24 年度においては合計 1,699,000 円増額，

25 年度には 499,000 円増額，26年度には 1,000 円の減額と額を変更している。これは拠出

金計上前の余剰金の多寡に応じて，期末に行われる役員会において予算を補正することによ

り積立金拠出額を増減しているためである。当連合会の退職積立金は要支給額満額には達し

ておらず，積むだけの余裕のある年度に積み増しをしていくことが必要とのことである。し

かしながら，このように積立金を増減することは，単なる決算の利益調整のように見え，大

きな余剰金を出すことを懸念して，多く残さないよう最終余剰金を調整しているともとれる。 

もとより職員退職給与の積立額については，将来の費用が確実に発生することが確実な費

用について見積額を引当て計上するものであり，翌期末時点の退職金要支給額の年間の増加

分等を計算したうえで予算建てし，特別な事由がない限りその金額を毎年粛々と積み立てる

ことが望ましい。 


